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当協議会は、不動産広告を行う場合のルー

ルである「不動産の表示に関する公正競争規

約」（表示規約）を運用し、常時、広告表示

の事前相談、指導、規約に違反する疑いがあ

る広告の調査、並びに、違反事業者に対する

措置を行っている。

この規約は、事業者間の公正な競争の確保

と消費者保護を目的に不動産業界が自主的に

定め、不当景品類及び不当表示防止法10条の

規定に基づき、昭和38年に公正取引委員会の

認定を受けている。

平成15年度、当協議会は、5,610物件を調

査し（表１）、規約に違反する広告を行った

655事業者に対して規約の規定に基づき一定

の措置を講じた（表２）。

違反の程度の重いものに対しては、違約金

を課徴している。15年度は48業者に対して違

約金を課徴した。

この違約金を課徴したケースを中心に不当

表示を具体の事例で説明する。

【A社の事例】広告：新聞折込チラシ　物

件：現況有姿分譲地（市街化調整区域内）

「※市街化調整区域　現況有姿販売

のため家をたてて生活する施設はありませ

ん。建築はできません。」と記載しているも

のの、「稀少な分譲地」、「規制緩和が叫ばれ

る昨今、各地で調整区域の宅地化が新聞紙上

等で発表されています。当現地も住宅街に囲

まれた楽しみのふくらむ場所。」と大きな文

字で記載。

あたかも、この分譲地が近い将来、

市街化区域に編入されることが確実であると

誤認されるおそれのある表示をしているが、

その具体的、かつ、客観的な根拠はない。

「※この分譲地は、当社が裁判所競

売土地を落札し、取得したもので裁判所とは

直接関係ありません。」と小さな文字で記載

しているものの、「裁判所が競売した土地」、

「裁判所が競売した土地を分譲」と大きな文

字で記載。

あたかも、この分譲地の取引に裁判

所が何らかの関与をするものであると誤認さ

れるおそれのある表示をしているが、実際に

は、裁判所は一切関与していない。

事実

表示２

事実

表示１

 区　　分 措置内容 事業者数 

 

会　　員

 警 告 等 588 
  厳重警告 12

違約金課徴 48
非 会 員 警 告 等 ７

合　　計 655

表２　平成15年度措置業者数 
　　　　　　　　　　　　　（表示規約違反分） 

物件種別 調査物件数

売　　家 2,581
売　　地 1,516
分譲住宅 385
分譲宅地 189
現況有姿分譲地 19
中古マンション 433
分譲マンション 193
賃貸住宅 294
合　　計 5,610

表１　平成15年度調査物件数 
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また、裁判所が競売した土地は今回販売区

画15区画のうち１区画（142.16㎡）のみであ

る。さらに、この土地を競落した者はX社で

あって、A社ではない。

【B社の事例】広告：新聞折込チラシ　物

件：現況有姿分譲地（市街化調整区域内）

「市街化調整区域　現況有姿販売の

ため家を建てて生活する施設はありません。

建築はできません」と記載しているものの、

「横須賀市　長坂湘南台　土地分譲」、「陽当

たりの良い緑に囲まれた高台の眺望優良地

しかも規制解除地域に指定された期待の分譲

地」「宅地化が楽しみな現地です。都市化が

せまってきた。」等と大きな文字で記載し、

「市街化区域などの線引き　見直し案、県会

に提示　県　来年11月ごろ実施へ　線引き素

案の概要　特定保留（将来市街化区域になり

得る地域） 横須賀市衣笠長坂　88.3ha」等

と記載された新聞の記事を掲載。

あたかも近い将来、市街化区域に編

入されることが確実であると誤認されるおそ

れのある表示をしているが、そのような事実

はない。

横須賀市が研究開発の拠点として計画して

いる89.5haの区域が平成14年７月（広告は平

成15年６月）に市街化調整区域から市街化区

域に編入されているが、この物件から直線距

離で２㎞以上離れており、この物件とは全く

関係ない。

【C社の事例】広告：連合チラシ

売地「売地220万円　土地／198.91

㎡　地目／宅地　現況／更地　用途／調整区

域」

利用の制限について何ら記載してい

ないが、この物件は市街化調整区域内に所在

しているため、原則として、宅地の造成及び

建物の建築ができないものであるが、その旨

を記載していない。

売地「売地1200万円　★２階建100

坪プレハブ付き　大工さんの下小屋・作業所

に最適　土地／1 ,801㎡　地目／山林　現

況／寄宿舎・倉庫　用途／調整区域」

表示の建物は、平成３年に建築され

たが、都市計画法第43条の許可及び建築基準

法第６条の確認（以下「建築確認」という。）

を受けていないため、都市計画法第81条及び

建築基準法第９条の規定により、除却その他

の是正命令を受けるおそれがあるが、その旨

を記載していない。また、この物件は市街化

調整区域内に所在しているため、原則として、

宅地の造成及び建物の建築ができない。

【D社の事例】広告：新聞折込チラシ　

「特売物件　価格50万円　　所

在／千葉県○○市　土地面積131㎡（私道込）

設備／井戸・宅地内処理」

①この土地は都市計画区域内未線引

き区域に所在する農地（地目：畑）であって、

この土地を農地以外のものにするために所有

権を移転する場合には、農地法第5条の規定

により、当事者（売主、買主）が千葉県知事

の許可を受ける必要があるが、その旨を記載

していない。

なお、D社は、E氏から口頭で売却依頼を

受けていると言っているが、同人はこの土地

の所有権移転請求権（債権）は有しているも

のの、所有権者ではない（表３参照）。この

土地を購入する場合には実際の所有権者であ

るA氏と購入者が農地法の許可申請を行う必

要がある。

②私道面積は24㎡であって、実際の敷地面積

事実

表示 売地

事実

表示２

事実

表示１

事実

表示
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が107㎡である旨を記載していない。

③「設備／井戸・宅地内処理」と記載し、あ

たかもこの土地には井戸及び汚水等を宅地内

で処理する設備が整備されているかのように

表示しているが、実際には、これらの設備は

ない。ちなみに、井戸の整備費用として30万

円程度、合併浄化槽の整備費用として100万

円程度を要する。

【E社の事例】広告：新聞折込チラシ

「中古　1,180万円　土地

71.73㎡　建物52.49㎡　間取３DK 築年月

S49／６」

①この物件は広告日の２カ月前に売

却済みであって、広告日には取引できない。

②この物件は、建築基準法第42条で規定する

道路に該当しない通路に間口約1.3mで接し

ているのみで、同法第43条の接道義務を充た

していないため、再建築ができないが、その

旨を記載していない（図１参照）。

【F社の事例】広告：新聞折込チラシ　

「売家2,980万円　土地／

79.37㎡　建物／71.21㎡　昭和60年３月築

位置指定無し」

この物件の接道間口は1.58mであり、

建築基準法第43条の接道義務を充たしていな

いため、建物の再建ができないが、その旨を

記載していない（図２参照）。

なお、「位置指定無し」では、再建築がで

きない旨を表示したことにはならない。

図２

【G社の事例】広告：新聞折込チラシ　

「新築分譲住宅　販売価

格3,080万円より 土地／100.24㎡～　建物／

86.12㎡～　完成予定／H15年３月　売主」

表示　分譲住宅

４m
1.58m

9.4m 8.19m

1.37m
5.20m

9.03m

9.01m

6.92m

事実

表示　中古住宅

事実

表示　中古住宅

表３　　【登　記】 

順位 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

権利者等 

Ａ氏 

Ｂ氏 

Ｃ氏 

Ｄ氏 

Ｅ氏 

登記の目的 

合併による 
所有権登記 

所有権移転 
請求権仮登記 

２番所有権移転 
請求権の移転 

２番所有権移転 
請求権の移転 

２番所有権移転 
請求権の移転 

原　　因 

－ 
 

昭和44年６月 
売買予約 

昭和44年 
12月売買 

昭和46年 
２月売買 

平成13年 
３月相続 

対象物件 
共有地 

（持分1／2） 

幅約1.5m

幅約1.3m

通路 
（持分1／4） 

幅４m

43条但し書き適用 

図１
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①3,080万円の物件は、広告日の概ね

１カ月前に売却済みであって、広告日には取

引できない。

②取引可能な５戸については、いずれも建築

工事を行っていないが、当該工事に際し必要

とされる建築確認を受けていない。

③「売主」と記載しているが、販売戸数5戸

のうち３戸は、G社の子会社が売主であり、

G社は代理して取引するものである。

【H社の事例】広告：雑誌広告

「東急東横線　○○

駅　歩15分　6.5（万円） 礼１　敷２　マン

ション　１K 2000／２築　鉄筋コン３階建

１階　●管・無・保険２年・1 .0（万円）

●専25.1㎡／洋８・K３　●2003／３／中旬」

等

この住宅には広告日の３年前から賃

借人が居住しており、同人は退去する意思は

なく、広告日にはこの住宅は取引できない。

「東急田園都市線

○○駅歩５分　6.5（万円） 礼２　敷２ マ

ンション　１K 1981築　鉄筋コン３階建３

階　●管2,000円・保険２年・2.0（万円）

●専18㎡／洋６　●即時」等

①この住宅は５カ月前から賃借人が

居住しており、同人は退去する意思はなく、

広告日にはこの住宅は取引できない。

②「1981築」と記載しているが、実際の建築

年月は1965年６月である。

【I社の事例】広告：雑誌広告

「高田馬場　7.0万円

礼１　敷２　マンション　1K 1996／5築

鉄骨鉄筋11階建５階　管・無・保険２年・

1.5（万円）専18.27㎡／洋7.5 即時　定期借

家契約１年再契約可　ペット可　代理」等

①この住宅は1年前から賃借人が入居

しており、同人は退去する意思はなく、広告

日には取引できない。

②実際の賃料は８万５千円、礼金は賃料の２

か月分である。

I社はこのほかにも11件の賃貸住宅の広告

を掲載し、いずれも「定期借家契約１年再契

約可　ペット可」と記載していたが、その事

実はなく、しかも、実際よりも１万円から２

万円安く賃料を記載したり、表示の建物は存

在しないなど、全ておとり広告であった。

【J社の事例】広告・連合チラシ

「建築条件付売地　全22

区画誕生　土地価格1,760万円～2,280万円

カースペース２台可　土地／100 .12㎡～

128.52㎡　用途／第１種住居地域、建60％容

200％、地目宅地（現況更地）今回販売18区

画（媒介）」

「建築条件付売地」と記載し、建物

の建築については土地購入者の注文に応じた

建物の設計及び建築が可能であるかのように

表示しているが、売主は、建物の設計を確定

しており、建築工事に際し必要な建築確認を

申請中であって、新築分譲住宅として取引す

るものである。よって、土地購入者の注文に

より建物の設計、建築をする建築条件付売地

ではない。

K社は、この物件の情報を入手した時点で

新築分譲住宅として取引するものと認識して

いたが、建物の建築確認を受けていないため、

「建築条件付売地」として広告したものであ

る。

【K社の事例】広告：新聞折込チラシ

事実

表示　分譲宅地

事実

表示　賃貸アパート

事実

表示２ 賃貸アパート

事実

表示１　賃貸アパート

事実
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「新築　3,880万円　未公

開　地積・95.86㎡　延床・75.10㎡　形態・

媒介　H15・00098」

「H15・00098」との建築確認番号は、

架空のものであり、表示の建物の建築確認は

ない。

売主（個人）は、土地面積183.69㎡、価格

5,500万円の売地を取引しようとしたもので、

新築住宅を取引する意思はない。

K社は、建設業の許可を有しているため、

建物も受注したいと考え、土地の売却情報を

元に勝手に新築住宅の広告を行ったものであ

る。

【L社の事例】広告：新聞折込チラシ

「新築　3,180万円　土地

面積／117.15㎡（共有持分有） 建物面積／

101.02㎡　木造２階建（H15.５月完成予定）

〈媒介〉」

表示の新築住宅は、架空の物件であ

って、実際には存在しない。

L社は、この物件の資料として同社の親会

社を元付とする販売図面（内容は表示と同じ

もの。）を当協議会に提出したが、同図面に

記載された所在地には土地面積251.36㎡の中

古住宅があり、この所有者は、現況のままの

状態（古家付きの売地）で価格4,480万円で

取引しようとしたものであって、敷地を分割

して新築住宅を取引する意思はない。建築確

認も受けていない。

【M社の事例】広告：新聞折込チラシ

「土地付建物　新築

2,280万円　土地／198.3㎡　建物／99.17㎡

媒介」等と記載し、建物の外観写真を掲載

あたかも完成済みの新築住宅を取引

するかのように表示しているが、この物件は

更地であり、表示の建物は存在しない。建築

確認も受けていない。

売主（個人）は1,150万円の売地を取引し

ようとしたものであって、新築住宅を取引す

る意思はない。

M社は、土地のみの表示よりも新築住宅の

表示の方が広告効果が高いと考え、以前取引

したした別の建売住宅の建物の写真を掲載

し、新築住宅として広告したものである。

「中古880万円　土地／

637㎡　建物／59.62㎡　土地広、別荘に最適

専任媒介」

土地の形状について何ら記載してい

ないが、この土地は、幅員４mの道路（公道）

を挟んで415㎡の土地と222㎡の土地の2つに

分かれている著しい不整形地であるのに、そ

の旨を記載していない（図３参照）。

図３

【N社の事例】広告：連合チラシ

「中古650万円　土地／

41.7坪　建物／14.6坪　築22年　間取り／２

DK 仲介」

土地の形状について何ら記載してい

ないが、この土地は土地面積の約４割の敷地

延長部分（接道幅２m、奥行き約27m）を含

み、その形状はいわゆるヒシャク状の著しい

事実

表示　中古住宅

公
　
道 

415裃 
222裃 

N

事実

表示２　中古住宅

事実

表示１ 新築住宅

事実

表示　新築住宅

事実

表示　新築住宅
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不整形地であるのに、その旨を記載していな

い（図４参照）。

図４

【O社の事例】広告：新聞折込チラシ　物

件・売地

「建築条件付売地　1 ,280万円　土

地／341.86㎡　緑に囲まれた広い敷地でのび

のび暮らしませんか　住環境良好」

①土地の形状について何ら記載して

いないが、この土地は「竜の落とし子」状の

著しい不整形地であるのにその旨を記載して

いない（図５参照）。

図５

②「住環境良好」と記載しているが、この土

地の東側には墓地があり、住環境が良好とは

いえない。

【P社の事例】広告：新聞折込チラシ

「価格2 ,640万円が　→

価格 万円に」、「くわしくは番組で！」

「※上記の物件に関しましては、○○TVで毎

週月～金放映の番組「○○○」内で紹介が予

定されています」、「旧価格の公表時期に付き

ましては、H14年８月号の同紙面にて掲載し

ております」

実売価格（2,380万円）及び２重価格

表示に際し、必要な値下げの時期を記載して

いない。

P社によると、新聞折込みチラシに掲載す

る物件情報は、広告配布の時点において情報

の鮮度が古くなりがちであるため、テレビ番

組という即時的情報とチラシ媒体の時間差を

利用して広告することはできないものか思案

した結果行ったもので、実験的に行ったもの

とのこと。

【Q社の事例】広告：連合チラシ　

「10／４貍５豸 現地販売

会開催　創業32年　住宅完成物件　祝2,300

棟達成記念　特別価格　当日、現地にて驚き

の価格発表」

この物件の価格（2,700万円）を記載

していない。また、あたかも10月４日及び５

日の両日の期間中において、特別に著しく安

い価格で販売するかのように表示している

が、この物件は、3,000万円で販売していた

ものの、反響が全くないため2,700万円に値

下げしたものであって、この両日にのみ特別

に著しく安い価格で取引するものではない。

事実

表示　新築住宅

事実

？

表示　新築住宅

参考建物位置 

墓　地 

道路予定地 

市　道 

11.36

16
.00

15.13

7.04

21.54

14.36

6.38

8.10

事実

表示

公道（6.4m） 

約２m

約２m

約３m

約27m
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【R社の事例】広告：宅配チラシ

物件概要を掲載し、

所在地その他15項目の必要な表示事項を記載

（図６参照）。

図６
物件概要（原寸）の一部分

必要な表示事項は、見やすい大きさ、

見やすい色彩の文字で明瞭に表示する必要が

あるが、この表示は、極めて小さな文字で記

載し、かつ、印刷も非常に不鮮明であるため、

必要な表示事項を記載しているとは、認めら

れない。

【S社の事例】広告：宅配チラシ　

「Gタイプ86 .6㎡」

等と記載した間取図を掲載し、玄関横にある

空間について「SP（約5.5帖）」と注記。

あたかもこの空間が納戸又はこれに

類似した用途に使用できる部屋であると誤認

されるおそれのある表示をしているが、実際

には、駐輪場であって、その用途以外の使用

は認められていない。この駐輪場には自転車

を置くラックがあらかじめ設置されている

が、その表示をしていない。

ちなみに、「SP」について、S社はサイク

ルポートの略であるとしている。

【T社の事例】広告：電柱ビラ　物件：分譲

マンション

「新築マンション　専用使用面積

103㎡が月々58,817円より　４LDK」

あたかもこの面積が専有面積である

と誤認されるおそれのある表示をしている

が、この面積には、15.43㎡のバルコニー面

積及び2.10㎡のアルコーブ面積が含まれてい

るものであって、実際の専有面積は86.28㎡

である。

「頭金10万円で購入できます。」、

「専用使用面積103㎡が月々58,817円より」、

「金利1％ローン利用可」、「お引越しをお考え

の方へ　敷金・礼金を払うよりだんぜんお得

です」、「賃貸脱出」等

①この物件（3940万円）を頭金10万

円で購入した場合、表示の毎月時の返済額の

ほかに、ボーナス時に約31万円の返済が必要

なものである。

②「お引越しをお考えの方へ　敷金・礼金を

払うよりだんぜんお得です」、「賃貸脱出」と

記載し、契約時に礼金、敷金を支払う賃貸住

宅と比べ、当マンションは頭金として10万円

のみの費用で購入できるため、著しく得であ

るかのように表示しているが、頭金を10万円

としても、購入に当り、印紙税、登録免許税、

修繕積立基金（23万円）、ローン保証料

（809,900円）、ローン事務手数料（31,500円）

等の初期費用が必要なものであって、実際に

は、「敷金・礼金を払うよりだんぜんお得で

す」とはいえない。

【U社の事例】広告：新聞折込チラシ

チラシ表面に「収益物件情報（競売

物件）」、「最低競売物件価格と表示している

物件はすべて競争入札物件ですので推定利回

りは最低競売価格から計算しておりますので

入札価格によっては利回りが異なる場合があ

りますのでご了承下さい。」と記載し、15件

の物件を掲載し、裏面には「競売特売物件情

報」と記載した上、22件の物件を掲載。

あたかもU社自らがこれらの物件を競

売の方法により取引するかのように表示して

事実

表示

事実

表示２

事実

表示１

事実

表示　分譲マンション

事実

表示　分譲マンション
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いるが、チラシ表面の15件のうち14件は、横

浜地方裁判所が行う期間入札に係る物件情報

を掲載したもの、裏面の22件のうち14件は、

同裁判所の特別売却に係る物件の情報を掲載

したものであって、実際には、これらの28件

の物件について、U社は、一般消費者の依頼

に基づき入札手続等の代行を行うに過ぎない

ものである。

※15年度も、広告等の開始時期の制限に違反

する広告が多くあった。単純に開発許可や建

築確認を取得する前に分譲宅地や新築住宅の

広告を行なうケースもあるが、売地や中古住

宅の業者間情報を元に仲介会社が勝手に建物

を付けて新築住宅として広告するケースも少

なくない。これは、広告等の開始時期の制限

に違反するばかりか、おとり広告（架空物件）

にも該当するものである。

また、新築住宅の取引を予定しているが、

建築確認を受ける前であるため、「建築条件

付売地」と広告するケースもある。「建築条

件付売地」等と記載すれば、建築確認を取得

する前の新築住宅の青田売り広告が可能と思

い込んでいるようであるが、これはまったく

の間違いである。


